只見町農作物鳥獣被害防止対策事業費補助金交付要綱
（趣旨）
第１条　この要綱は、サル、クマ等の野生鳥獣による農作物の被害を防止し、もって本町農業の振興と農作物の生産性と生産意欲を向上する事を目的として、野生鳥獣被害対策を実施する町内の町民に対し交付する、只見町農作物鳥獣被害防止対策事業費補助金（以下「補助金」という。）について、只見町補助金等の交付等に関する規則（平成１２年只見町規則第４号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。
（補助の対象等）
第２条　補助の対象者は、只見町内に住所を有し、かつ、只見町内において農作物を生産する者又は区、捕獲隊及び生産組合とし、補助対象となる事業、経費、補助率及び条件は、別表の各欄に定めるとおりとする。ただし、町長が特別に認めた場合はこの限りではない。
（補助金の額）
第３条　町長は、前条に規定する額を上限とし、町の予算の範囲内において補助を行う。
（交付の申請）
第４条　補助を受けようとする者は、対象となる事業を行おうとする日の５日前までに、補助金交付申請書（様式第１号）を町長に提出するものとする。
（交付の決定）
第５条　町長は、前条に規定する申請書の提出があったときは、その内容を審査し、適当と認めたときは、補助金交付決定通知書（様式第２号）により、当該申請者に通知するものとする。
（補助事業の内容変更）
第６条　決定通知を受けた者は、事業実施箇所の変更若しくは補助対象経費の２０％以上の変更（事業の中止を含む。）を行おうとするとき又は、事業が期日までに終了しないときは、速やかに補助金計画変更承認申請書（様式第３号）を町長に提出するものとする。
（変更の承認）
第７条　町長は、前条に規定する申請書の提出があったときは、その内容を審査し、適当と認めたときは、補助金計画変更承認通知書（様式第４号）により当該申請者に通知するものとする。
（完了報告）
第８条　交付決定を受けた者は、事業が完了した日から起算して、３０日以内に、補助金事業完了報告書（様式第５号）を町長に提出するものとする。
（補助金の確定）
第９条　町長は、前条の報告を受けたときは、その内容を審査し、適正と認めたときは、補助金確定通知書（様式第６号）により、通知するものとする。
（補助金の請求）
第１０条　前条に係る確定通知を受けた者は、通知を受けた日から３０日以内に、補助金請求書（様式第７号）を町長に提出し、補助金を請求するものとする。
（補助金の交付の取り消し）
第１１条　町長は、交付の決定を受けた者が規則第１６条に定めるもののほか、次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、補助金の交付の全部又は一部を取り消すことができる。
（１）本事業において購入した資材等の一部又は全部を別の用途に用いたとき。
（２）本事業において購入した資材等の一部又は全部を他人に譲渡したとき。
（書類の保管）
第１２条　補助金の交付を受けた者は、当該申請に係る事業が完了した年度の終了後、５年間は関係書類を良好な状態で保存するとともに、町長から提出を求められたときには、これを提出するものとする。
（補足)

第１４条　この要綱に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。
附　則
１　この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。
附　則
１　この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。
附　則
１　この要綱は、令和２年４月１日より施行する。
附　則

１　この要綱は、令和４年７月１日から施行する。
